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はじめに 
 

法政大学日本統計研究所は Nick Orsini 氏（米国センサス局経済部長），Lisa Donaldson 氏

（米国センサス局経済部経済統計課長）及び James Burton 氏（米国センサス局経済部経済統

計課課長補佐）を米国より招聘し，2024 年 11 月 6 日（水）に法政大学市ヶ谷キャンパスにおい

て国際ワークショップを開催した．国際ワークショップのテーマは「米国の年次統合経済調査

（AIES）」であった．この国際ワークショップはもともと 2020 年 5 月頃に開催する予定であった．

その頃，我が国では「サービス産業動向調査（拡大調査）」（総務省） ，「商業統計調査」（経

済産業省）及び「特定サービス産業実態調査」（経済産業省）の 3 調査を統合・再編して新しく

「経済構造実態調査」が開始したばかりであった．そのため米国の年次産業統計調査に関す

る国際ワークショップ（その頃は未だ「年次統合経済調査（AIES）」は出来上がっていなかった）

の開催は日米の年次産業統計調査を比較し議論する絶好の時期であると思われた．だが大

変に残念ながら，新型コロナウイルス感染症の流行によって 2020 年４月７日に緊急事態宣言

が発出され、海外との往来が途絶したことにより，国際ワークショップの開催は中止せざるを得

なかった． その後，我が国では 2022 年に工業統計調査（総務省・経済産業省）を「経済構造

実態調査」の一部（製造業事業所調査）として実施し，米国では各種年次産業統計調査を統

合して「年次統合経済調査（AIES）」を開始するなど，日米では別々に大きな変化（産業統計

の統合）が起きていた．4 年の歳月を経て国際ワークシップの開催が実現し，日米両国で年次

産業統計調査がそれぞれ統合したことを確認できたことは，筆者にとって非常に感慨深いもの

があった．本所報は国際ワークショップで発表した資料に基づいて，筆者がそれに説明を追

加したものである．なお国際ワークショップでは「年次統合経済調査（AIES）」の前に「米国経

済センサス」についても発表が行われた．そこで「米国経済センサス」に関する内容を菅，「年

次統合経済調査（AIES）」に関する内容を阿久津がまとめた．本所報が今後の日米両国の統

計調査の発展にも寄与することができれば幸いである． 
 

 

 

2025 年 3 月 日本統計研究所 
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2022 年⽶国経済センサスの主な変更点1 

 
菅 幹雄（法政⼤学） 

 
１． 米国センサス局経済部の統計プログラム 

⽶国センサス局経済部の統計プログラムは 公的統計の重要なソースである．統計プロ
グラムは調査頻度とサイズによって階層に分けられており，最上位に新しく提供され始め
た⾼頻度のデータがある．その下に従来からある⽉次・四半期の⼩サンプル調査があり，も
っともタイムリーなデータを提供している．その下に年次調査（Annual Integrated Economic 
Survey, AIES）があり，これらはサンプルサイズが⼤きく，最新のトレンドデータを提供す
る．その下に５年に１度，すべての企業と政府を対象に，もっとも包括的なデータを提供す
る経済センサスがある．最下位には⾏政記録データがあり，これにより追加的な情報を補⾜
⼜は作成している．下位になるほどサイズは⼤きくなり、カバーしている範囲は広くなる。
これは⼀般に調査頻度が⾼くなると報告者にとっても、調査者にとっても負担が重くなる
ので、調査数を限定するからである。 

 
図１ 米国センサス局経済部の統計プログラムの構造 

（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）．筆者和訳． 
 
 本稿で説明するのは下から２番⽬の経済センサスである．なお，次の阿久津⽒の論⽂は下
から３番⽬の年次調査（AIES）について解説している． 

 
1 本稿の内容は令和６年 11 ⽉６⽇（⽔）に，Nick Orsini ⽒（⽶国センサス局経済部⻑），Lisa 
Donaldson ⽒（⽶国センサス局経済部経済統計課⻑）及び James Burton ⽒（⽶国センサス局経
済部経済統計課課⻑補佐）が法政⼤学市ヶ⾕キャンパスにおいて開催された第 21 回国際ワーク
ショップで発表した資料に基づいて，筆者がそれに説明を追加したものである．本稿に残る誤り
は筆者の責任である． 
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２． 米国経済センサスの調査システム 

2.1 カバレッジ 

 ⽶国経済センサスの調査システムについては菅・宮川（2008）で詳しく説明しているが，
刊⾏が 17 年前とかなり昔であることから，その仕組みを 2022 年調査について確認する．
⽶国経済センサスは，５年周期で調査が実施されており，最も包括的な経済データが得られ，
他の経済調査のベンチマークとなっている．法律による回答義務があり，回答は機密厳守さ
れる．⽶国センサス局は法律により全情報の⾮公開・安全管理を義務づけられている．対象
数は約 400 万事業所であり，⽶国のほぼ全産業・全地域を対象としている．主たる事業活
動の内容に合わせた調査設計がなされている．これらは我が国の経済センサス−活動調査
も同様である． 
 2022 年⽶国経済センサスは，19 産業⼤分類をカバーしている（表１）．より詳しくは北
⽶産業分類体系（North American Industry Classification System, NAICS）の約 950 産業，
北⽶⽣産物分類体系（North American Product Classification System, NAPCS）に基づく約
7,900 ⽣産物をカバーしている． 
 

表１ 2022 年米国経済センサスの対象産業 

 
（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）．筆者和訳． 
 

地域については約 21,000 の地理的エリアをカバーしており，それは⽶ 16,000 超の市・町
から成っている．ちなみに⽶国領の島嶼エリアもカバーしており，それらはプエルトリコ，
北マリアナ諸島，⽶国領サモア，グアム，⽶国領ヴァージン諸島から成っている． 
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 経済センサスの単位は事業所（establishment）である．事業所とは通常，事業活動が⾏わ
れる，あるいはサービスの提供/産業の運営を⾏う単⼀の物理的な場所（physical location）
を指す．「物理的な」とわざわざ断っているのは，郵送先（address）と区別するためである．
複数の「事業活動」があり，給与⽀給額と雇⽤者数のデータを別々に管理・報告する事業者
は，ビジネスレジスター上では複数の事業主体（事業所）として設定し，別々に回答するよ
う求めている．もし事業主体がそれらの情報を個別に管理していないのであれば，ビジネス
レジスター上では，主要な事業活動に基づいて産業分類コードが格付けられ，全ての事業活
動について回答するよう求められる． 

⽶国国内には 3000 万以上の事業所があるとされている．そのうち約 800 万は雇⽤者がい
る事業所である（図２）．雇⽤者がいるかいないかは，ベースとなる⾏政記録が異なるため
重要な区分である．すなわち雇⽤者がいる事業者は雇⽤主識別番号（Employer Identification 
Number, EIN）を取得しており，その⾏政記録がベースとなる．2022 年⽶国経済センサス
では 400 万を調査対象としている．要するに「センサス」と呼んでいるが，全ての事業所を
調査しているわけではない．ただし，⾏政記録等から「把握」はしている．これを「キャン
バス（canvass）している」という．また，70 万事業所はアカウント・マネージャー（企業
調査⽀援担当）の対象となっている．アカウント・マネージャーとは⼤企業向けの調査⽀援
プログラムであり，アカウント・マネージャーと企業の担当者との間に⻑期的な協⼒関係を
構築することにより，回答品質と速報性を向上させ，事業所レベルでデータを収集すること
により，詳細な地理レベルでのデータ表章を可能にしている．もっとも，負担軽減のため，
特定業種に対しては代替報告単位（Alternative Reporting Units, ARUs）を⽤意しており，
事業所よりも⼤きな単位での報告も許容している． 

 

 
図２ 調査対象となる事業所母集団 

（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）. 筆者和訳． 
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2.2 調査対象の選定 

 調査対象の事業所の選定は以下のように⾏っている．まず⽶国センサス局のビジネスレ
ジスターによるフレームから事業所を選定する．最初の標本抽出の後，そのサンプリング・
フレームに含まれなかったものの中から，さらに単⼀事業所企業のサンプルを抽出する．な
お，調査期間の後に事業を開始した単⼀事業所企業は調査対象には含まれないが，⾏政記録
データを使⽤するか，⼜は補定することによって集計結果には含まれる．複数事業所企業に
は，活動⽉数，活動状況，新規事業所を把握するための質問事項があるが，ここでの雇⽤者
数とは，事業所で働くフルタイム及びパートタイムの従業員（在宅勤務者含む），かつ内国
歳⼊庁雇⽤主の四半期連邦税還付⾦申告書（内国歳⼊庁様式 941）にて給与が報告され，か
つ雇⽤主が雇⽤主識別番号（EIN）で申請された者の合計である． 
 
2.3 非回答 

 統計調査⼀般に悩ましいのは⾮回答があることであるが， 2022 年⽶国経済センサスでは
以下のような⼯夫を⾏っている．まず，企業は最⼤５通の郵便物，６通の電⼦メールを受領
することになっている．費⽤対効果を⾼めるため，フォローアップには全てのケースで電⼦
メールを使⽤し，必要に応じて紙の郵便物を送付している．⼀部の企業には，最初のレター
を送る前に，連絡先の最新情報を収集するための事前調査メールを送信している．効果があ
ると⾒なされたケースでは電話によるフォローアップを⾏い，リマインドにはロボコール
（⾃動⾳声）を使⽤している．また重要性をアピールするため，内容証明郵便など，より強
⼒なインパクトがある郵便物を使⽤するとともに，その後のフォローアップに「報告義務」
の表現を使⽤している．それでも回答がない場合は，最終⼿段として，電話でデータを収集
する場合もある．回答状況は州別・産業別データなど，チェックイン・データを毎⽇確認で
きる追跡システムを構築している．ここで「チェックイン」とはオンライン回答のシステム
に「ログインした」という意味である．フォーマル・レビューのスケジュールを設定し，サ
イクル全体を通して継続的にチェックインを追跡している． 
 
2.4 回答状況に関する評価指標 

 2022 年⽶国経済センサスの回答状況に関する評価指標は，⽶国センサス局の標準的な回
答率に関する評価指標を⽤いている．それらは回答率（Unit Response Rate，URR），回答
率（Quantity Response Rate, QRR），総回答率（Total Quantity Response Rate, TQRR），⾏
政記録率（Administrative Data Rate, ADR），補定率（Imputation Rate, IR）である．Broderick. 
and Thompson(2013)によれば，回答率（URR）とは，調査に回答した活動中の単位の数（単
純集計値）の割合である．すなわち， 

RURR
E U
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ただし，R は報告者数2，E は調査対象数3，U は調査対象であることが確定できなかった単
位数4である．U が⼊るか微妙ではあるが，我が国の回収率にほぼ対応すると考えてよい．
また Ward and Diane K. Willimack(2020)によれば，QRR は⺟集団推定において回答データ
を使⽤した加重割合であり， 
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ただし， iw は第 i 表章単位（tabulation unit）5のウェイト， irは第 i 表章単位の回答データ
についての標識変数（調査に回答したら１，それ以外は 0）， it は i 番⽬の単位のデータ値，
N は調査対象数である．そして ADR は⺟集団推定において⾏政記録のデータを使⽤した
加重割合であり， 
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ただし， id は（⼗分な品質があるとみなされた）⾏政記録のデータについての標識変数（⾏
政記録のデータを⽤いたら１，それ以外は 0）である．総回答率（TQRR）は， 
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2 原⽂は“count of reporting units that were eligible for data collection in the statistical period and 
classified as a respondent.”直訳すると，「統計期間中にデータ収集の対象となり，報告者として
分類された報告単位の数」． 
3 原⽂は“count of reporting units that were eligible for data collection in the statistical period.” 
直訳すると，「統計期間中にデータ収集の対象となった報告単位の数」． 
4 原⽂は“count of reporting units in the statistical period whose eligibility for reporting could not 
be determined.” 直訳すると，「統計期間中，報告の適格性を判断できなかった報告単位の数」． 
5 ⽶国センサス局では統計単位（statistical unit），調査単位（reporting unit），表章単位を区別
している． 
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であり，すなわち⺟集団推定において回答データあるいは代替ソース（⾏政記録）からデ
ータを使⽤した加重割合である．そして IR は 
 

IR＝100−TQRR 
 
である． 
 
2.5 調査票 

調査票には前回経済センサスの回答ではなく，ビジネスレジスター上の情報がプレプリ
ントされている．調査票の調査事項は，産業および⽣産物によって異なるが，その際の産業
分類および⽣産物分類はビジネスレジスター上の当該事業所の分類に基づいている．すな
わち NAICS 産業を選択する項⽬には，レジスター上の産業分類と関連産業を含むリストを
プレプリントしており，NAPCS ⽣産物を選択する項⽬も，レジスター上の産業分類とリン
クしている．主要産業に紐付いた⽣産物リストがプレプリントされている． 

2022 年⽶国経済センサスでは原則，電⼦調査票になったが，そこでは⾃動スクリーニン
グ機能が付された．すなわち，報告者に誤データの可能性を指摘する機能，ドロップダウン
やカレンダーウィジェット（スマートフォンや PC のホーム画⾯にカレンダー情報を表⽰す
る便利な機能），選択肢１つのみ選択可能とするラジオボタン（ユーザーが複数の選択肢の
中から 1 つだけを選択するためのインターフェース要素），書き込み項⽬などにおける⽂字
数制限，スプレッドシートデータのアップロード要件，提出に必要なデータの記⼊完成度を
チェックする機能である．なお，エクセルのスプレッドシートは，電⼦回答時のアップロー
ド・ダウンロード時に使⽤した．企業は，様々な部⾨に回答を任せることがありうるが，対
応窓⼝を通じて⼀括してコンタクトした．紙媒体調査票は，スペイン語圏など島嶼地域の⼩
規模報告者に限定した．紙媒体の調査票の回答は⾃動化プロセスで取込み，画像はアーカイ
ブされた． 
 
2.6 調査日程 

 2022 年⽶国経済センサスの調査⽇程は図３の通りである．これをみるとアウトリーチ開
始が 2022 年第三四半期，発送が 2023 年第⼀四半期であり，回答期⽇が 2023 年 3 ⽉ 15 ⽇
である．我が国と⽐べると，令和３年（2021 年）経済センサス−活動調査は経理事項の調
査対象期間が 2020 年であり，調査票の配布が 2021 年 5 ⽉中旬から下旬，インターネット
による回答・調査票の回収が 2021 年 6 ⽉ 1 ⽇以降であるから，我が国は 4 か⽉ほど遅い⽇
程であると考えられる．なお⽶国経済センサスでは「回答期⽇」はあるが，「調査期⽇」は
ない．雇⽤者数を数える⽇は法定で毎⽉ 12 ⽇あるいは四半期であれば最終⽉の 12 ⽇と決
められており，2022 年⽶国経済センサスの場合は 2022 年 3 ⽉ 12 ⽇である． 
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メールを活⽤したリモートワークへの対応を⾏った．さらには報告者アシストとして，(8)
報告者向け専⽤ウェブサイトに説明書，オンライン・プレビュー，解説動画を追加，(9)「報
告者ポータル」におけるセルフサービス機能とセキュアメッセージ機能を追加，(10)コール
センターのトレーニング改善（オンライン・セッション，ステップ・バイ・ステップのガイ
ダンス，問合せ理由にたどり着くためのリソース，通話転送タイミングの指⽰）などの⼯夫
を⾏った． 
 
参考⽂献 
菅幹雄，宮川幸三（2008）『⽶国経済センサス研究』慶應義塾⼤学出版会． 
Nick Orsini, Lisa Donaldson, James Burton (2024）Economic Census and the Annual Integrated 

Economic Survey, 法政⼤学市ヶ⾕キャンパスにおいて開催された第 21 回国際ワークシ
ョップ発表資料 

Oliver, Broderick. and Katherine Jenny Thompson(2013) “An Analysis of the Mixed 
Collection Modes for Business Surveys at the U.S. Census Bureau,” Proceedings of the 
2013 Federal Committee on Statistical Methodology (FCSM) Research Conference. 

Ward, Justin and Diane K. Willimack(2020)“A Preliminary Evaluation of New Response 
Metric Calculations for the 2017 Economic Census,” Proceedings of the Joint Statistical 
Meetings, American Statistical Association. 
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⽶国の年次統合経済調査（AIES）の調査システムについて1 

 
阿久津 ⽂⾹（総務省統計局） 

 
１１．． ははじじめめにに  

 ⽶国の年次統合経済調査（AIES: Annual Integrated Economic Survey）は，既存の７つの
経済統計調査を統合して創設された新たな経済統計調査である．我が国においても，2009
年の「経済センサス」創設を⽪切りに経済構造統計を産業横断的に実施する体制整備が⾏わ
れ，2019 年には同様に既存調査を統合・再編した「経済構造実態調査」を開始している2こ
とからも，⽶国における試みを参照することは参考になる．本稿では，令和６年 11 ⽉６⽇
（⽔）に，Nick Orsini ⽒（⽶国センサス局経済部⻑），Lisa Donaldson ⽒（⽶国センサス局経済
部経済統計課⻑）及び James Burton ⽒（⽶国センサス局経済部経済統計課課⻑補佐）が法政⼤
学市ヶ⾕キャンパスにおいて開催された第 21 回国際ワークショップで発表した資料に基づ
いて AIES 創設までの経過とその調査システムについて説明する． 
 
２２．．  AAIIEESS のの創創設設にに向向けけてて  

 2024 年３⽉，⽶国センサス局は AIES 第１回調査（2023AIES）を開始した．これに⾄る
には，実に 10 年以上の時間を要している．⽶国における経済統計は，増⼤するデータ需要
の⼀⽅で，回答率の低下や予算縮⼩といった課題を抱えていた．また，特に年次調査におい
ては，既存のサンプリング⼿法を始めとするプロセスの⾮効率性を認識し，それらに向けた
イノベーションやデータを戦略的資産として管理・活⽤していくことの必要性が強く意識
されるようになっていた．2014 年，経済統計の再編成を⽬指し，ビジョンの設定や標準化
されたプロトタイプの作成を⽬的とした ECON Hub が⽴ち上げられた．2016 年には全⽶
科学アカデミーのパネルが年次経済統計についてのレビューを⾏い，ECON Hub のリーダ
ーシップグループに対する勧告を提⽰3した．専⾨家によるこの勧告は，年次経済統計のイ
ノベーションの機運と⽀持を得ることの⼀助となり，⽶国センサス局は AIES の創設に向け
て確実な歩みを進めることとなった． 

 
1 本稿の内容は令和６年 11 ⽉６⽇（⽔）に，Nick Orsini ⽒（⽶国センサス局経済部⻑），Lisa 
Donaldson ⽒（⽶国センサス局経済部経済統計課⻑）及び James Burton ⽒（⽶国センサス局経
済部経済統計課課⻑補佐）が法政⼤学市ヶ⾕キャンパスにおいて開催された第 21 回国際ワーク
ショップで発表した資料に基づいて，筆者がそれに説明を追加したものである．本稿に残る誤り
は筆者の責任である．また本稿の内容は報告者個⼈の⾒解に基づくものであり，報告者が所属す
る組織の公式⾒解ではない． 
2 経済構造統計の体系的整備については，総務省統計局（2021）参照． 
3 The National Academies Press（2018）参照． 
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 ⽶国の経済統計は，産業別に調査が設定されていた．各調査は⾮効率なプロセスにより作
成され，サンプリングも調査単位で⾏われていた．経済統計全体としてみると，調査客体に
対して，⼀部調査内容の重複が発⽣する⼀⽅で，調査ごとに報告単位が異なり，混乱を与え
るなどの課題が指摘されていた．また，結果提供の観点でも，分類の⾮統⼀や網羅的な全⽶
推計値が公表されないなどの問題があった．そこで企業を対象とする既存の経済統計調査
を整合された形で統合し，これによって⽶国経済全体をカバーするデータを提供すること
を⽬標に，AIES が創設されることとなった． 
 統合されたのは 1) 年次設備投資調査（ACES: Annual Capital Expenditures Survey），2) 
年次⼩売業調査（ARTS: Annual Retail Trade Survey），3) 年次⼯業調査（ASM: Annual 
Survey of Manufactures），4) 年次卸売業調査（AWTS: Annual Wholesale Trade Survey），
5) 製造業受注残調査（M3UFO: Manufactureʼs Unfilled Orders Survey），6) 企業組織調査
（COS: Report of Organization/Company Organization Survey），7) 年次サービス調査
（SAS: Service Annual Survey）の７調査4である．AIES は，約 37 万の雇⽤者がいる企業を
対象とし，その傘下 200 万以上の事業所について，収⼊・雇⽤者数・給与⽀給額・在庫・営
業費⽤・設備投資額等を産業別に把握し，全⽶及び地域・州別の結果を公表する5． 
 

表表１１  AAIIEESS 統統合合元元７７調調査査のの調調査査単単位位並並びびににフフレレーームム及及びびササンンププルルササイイズズ  

対象産業 調査名 調査単位 フレームサイズ サンプルサイズ
製造業 製造業受注残調査 企業 75,000 6,000

年次⼯業調査 事業所 101,000 50,000
⼩売業 年次⼩売業調査 企業/EIN 1,082,500 21,800
卸売業 年次卸売業調査 企業/EIN 315,000 8,700
サービス業 年次サービス調査 企業/EIN 2,942,000 71,900
全産業 年次設備投資調査 企業 35,900,000 75,000

企業組織調査 単⼀事業所企業 6,000,000 5,000
複数事業所企業 170,000 42,000

EIM: Employer Identification Number 

（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）. 調査名は筆者和訳． 
 

 
4 各調査の概要については，US Census Bureau の各調査サイトを参照． 
5 ⽶国の年次経済統計としては，AIES にすべて集約したわけではなく，⽬的を異にする他の年
次調査が引き続き存在している．例えば，センサス局が実施するビジネスパターン調査（CBS: 
County Business Patterns），ビジネス・ダイナミクス統計（BDS: Business Dynamics Statistics），
センサス局がアメリカ国⽴科学財団と共同実施する年次ビジネス調査（ABS: Annual Business 
Survey）などがあり，各調査の概要については，US Census Bureau の各調査サイトを参照． 
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３３．． AAIIEESS 試試験験調調査査  
AIES の具体的な調査企画は 2020 年から開始された．まずはチーム編成を⾏い，研究と

試験が⾏われた．全⽶推計値及び地域・州別結果が提供できることを念頭に，既存調査のフ
レームやサンプリングを効率的に統合すること，調査項⽬を標準化すること，できるだけ調
査以外の代替データソースの活⽤可能性を探求すること，回答者ファーストの回答収集⽅
法を提供すること，効率的な処理システムを構築すること，全⽶的な企業分析を可能とする
こと．統計のすべてのステージに渡って，イノベーションが求められた． 

AIES の試験調査は３回実施された．加えて，対⾯インタビューによる有⽤性試験も実施
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を理解しやすく表⽰させることや，負担となる重複的⼊⼒項⽬を削除するなどの改善が⾏
われた． 

第２回試験調査は，対象を 868 企業に拡⼤し，2023 年２⽉から９⽉にかけて実施され，
主に企業単位調査における傘下事業所の有無・数に即した調査事項の妥当性について検証
が⾏われた．その結果，傘下事業所を持たない企業と多数の傘下事業所を持つ企業とのフィ
ードバック内容の違いが顕著に表れ，それぞれに明確な回答ステップを提⽰するための調
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査項⽬が表⽰されないように，多数の傘下事業所持つ企業に対しては，各事業所の所在地別
リスト情報の整理をサポートする機能を追加するなどの改善が⾏われた． 

続く第３回試験調査は，対象を約 8,200 企業とさらに拡⼤し，2023 年９⽉から 12 ⽉にか
けて実施した．ここではオンライン回答ツール全体のパフォーマンスや回答者負担の検証
が⾏われた．特に調査事項が多くなりがちな傘下事業所を持つ企業においては，回答時の調
査事項理解や⼊⼒に負担が⼤きいことが課題として挙げられた．これに対しては，ナビゲー
ションやプレビュー機能の追加，回答⽅法（ハウツー）動画等の提供といった形で改善が図
られることとなった． 

 
４４．． AAIIEESS ののササンンププリリンンググ  

AIES の設計において，試験調査で重点的に検証された調査事項と並び，重要なポイント
となったのは新たな統合フレームによるサンプリングである．AIES のサンプリングフレー
ムはビジネスレジスターである． 

⽶国センサス局によるビジネスレジスターは雇⽤データを含む⾏政記録情報等を取り込
み整備され，企業情報はその傘下事業所分も含めて収録され，納税上の雇⽤主番号（EIN: 
Employer Identification Number）6とも紐づけされている．経済統計調査で使⽤する企業の

 
6 ⽶国内国歳⼊庁（IRS: Internal Revenue Service）が納税事務管理のために割り当てる９桁の雇
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 ⽶国の経済統計は，産業別に調査が設定されていた．各調査は⾮効率なプロセスにより作
成され，サンプリングも調査単位で⾏われていた．経済統計全体としてみると，調査客体に
対して，⼀部調査内容の重複が発⽣する⼀⽅で，調査ごとに報告単位が異なり，混乱を与え
るなどの課題が指摘されていた．また，結果提供の観点でも，分類の⾮統⼀や網羅的な全⽶
推計値が公表されないなどの問題があった．そこで企業を対象とする既存の経済統計調査
を整合された形で統合し，これによって⽶国経済全体をカバーするデータを提供すること
を⽬標に，AIES が創設されることとなった． 
 統合されたのは 1) 年次設備投資調査（ACES: Annual Capital Expenditures Survey），2) 
年次⼩売業調査（ARTS: Annual Retail Trade Survey），3) 年次⼯業調査（ASM: Annual 
Survey of Manufactures），4) 年次卸売業調査（AWTS: Annual Wholesale Trade Survey），
5) 製造業受注残調査（M3UFO: Manufactureʼs Unfilled Orders Survey），6) 企業組織調査
（COS: Report of Organization/Company Organization Survey），7) 年次サービス調査
（SAS: Service Annual Survey）の７調査4である．AIES は，約 37 万の雇⽤者がいる企業を
対象とし，その傘下 200 万以上の事業所について，収⼊・雇⽤者数・給与⽀給額・在庫・営
業費⽤・設備投資額等を産業別に把握し，全⽶及び地域・州別の結果を公表する5． 
 

表表１１  AAIIEESS 統統合合元元７７調調査査のの調調査査単単位位並並びびににフフレレーームム及及びびササンンププルルササイイズズ  

対象産業 調査名 調査単位 フレームサイズ サンプルサイズ
製造業 製造業受注残調査 企業 75,000 6,000

年次⼯業調査 事業所 101,000 50,000
⼩売業 年次⼩売業調査 企業/EIN 1,082,500 21,800
卸売業 年次卸売業調査 企業/EIN 315,000 8,700
サービス業 年次サービス調査 企業/EIN 2,942,000 71,900
全産業 年次設備投資調査 企業 35,900,000 75,000

企業組織調査 単⼀事業所企業 6,000,000 5,000
複数事業所企業 170,000 42,000

EIM: Employer Identification Number 

（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）. 調査名は筆者和訳． 
 

 
4 各調査の概要については，US Census Bureau の各調査サイトを参照． 
5 ⽶国の年次経済統計としては，AIES にすべて集約したわけではなく，⽬的を異にする他の年
次調査が引き続き存在している．例えば，センサス局が実施するビジネスパターン調査（CBS: 
County Business Patterns），ビジネス・ダイナミクス統計（BDS: Business Dynamics Statistics），
センサス局がアメリカ国⽴科学財団と共同実施する年次ビジネス調査（ABS: Annual Business 
Survey）などがあり，各調査の概要については，US Census Bureau の各調査サイトを参照． 
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マスターリストであり，経済センサスを始めとし，それ以外の経済統計調査においてもサン
プリングフレームとして利⽤されている．センサス局全体でのコスト低減，処理効率最⼤化
を達成するとともに，経済統計調査全体で情報を標準化するためのプラットフォームとし
ても機能している．また，ビジネス・ダイナミクスの状況や社会的事象による経済への影響
等をリアルタイムに評価できる情報ベースとなることが期待されているところである．ビ
ジネスレジスターからは，四半期ごとに全⽶及び州単位の事業所の新設・廃業数データを作
成しているが，把握のタイムラグ等があり，情報をよりタイムリーに反映することが課題と
なっている．こうした更新情報のソースとしては，商業登記情報，フランチャイズ公開資料 7，
販売時点情報管理データ（POS データ），ウェブスクレイピングによる店舗位置情報などが
活⽤されているが，統計調査から得られる情報も有効なソースの⼀つであり，年次経済統計
調査が情報更新に貢献することが期待されている．調査において事業所・産業別調査事項を
正確に把握する必要性はここにも根拠がある． 

2023AIES のサンプリングフレームは 2023 年末のビジネスレジスターである．北⽶産業
分類システム（NAICS: North American Industry Classification System）中分類及び地域（州
⼜は地域バランス）により層化し，企業規模に⽐例した層化多段抽出法によって調査対象と
なる約 37 万企業を抽出8する．これによって，全⽶及び地域・州別，且つ産業⼤分類別の推
計を可能とする． 

 
５５．． 22002233AAIIEESS のの実実施施  

2023AIES は 2024 年３⽉ 15 ⽇，約 37 万の調査対象企業宛てに調査レターを郵送するこ
とで開始された． 

 
表表２２  第第１１回回 AAIIEESS のの調調査査対対象象数数  

 企業数 事業所数 
合計 372,789 2,105,567 
 複数事業所企業 99,860 1,832,638 
 単⼀事業企業 272,929 272,929 

（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）. 企業種類名は筆者和訳． 
 

 
⽤主識別番号 
7 連邦取引委員会（FTC: Federal Trade Commission）が提出を義務付けているフランチャイズ
リストを参照している． 
8 NAICS ⼩分類で２つ以上の産業（事業活動）を⾏う企業は，サンプリング時のウェイトを１
として悉皆調査される．また，サンプルは２〜３年で再選定されるが，新設企業分は毎年サンプ
ルに補充される． 
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調査時点（期⽇）は 2024 年４⽉ 30 ⽇，回答締切は同年 10 ⽉ 31 ⽇と設定されている．
すべてオンラインによる⾃計式回答とし，紙媒体の調査票は⼀切使⽤されない．AIES 実施
にあたっては「紙からの脱却と E メールの活⽤拡⼤」が掲げられ，回答のみならず，調査客
体へのリマインドや督促のやりとりにおいてもできるだけ紙媒体によるやりとりを⾏わな
いこととし，可能な限り，E メールや電話が活⽤されている． 
 

  

  
  

  

図図１１  第第１１回回 AAIIEESS ににおおけけるる調調査査レレタターー配配布布かからら督督促促・・回回収収ままででののココンンタタククトトフフロローー  

（出所）Orsini, Donaldson and Burton (2024）. 
 
 
 
調査の実施前及び実施期間中においては，ターゲットを絞ったアウトリーチ戦略が複数

展開された．例えば，ソーシャルメディアを使った広報キャンペーン，回答者向け FAQ（よ
くある質問と回答）の発信，議会や連邦機関への説明会，パートナーシップ団体への説明，
知識豊富なスタッフによるアンバサダー活動などである．回答者のみならず，回答を後押し
するために，調査の重要性を理解してもらうべく広く関係者を広げて実施された． 

※

※ 
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また AIES ではデータレビュー（審査）においても新たなアプローチが試みられた．これ
までミクロレベルでの産業別レビューが⾏われていたが，「マクロダウン」の視点を持ち，
包括的なトレンドを意識しながら，マクロの値に影響を与える場合にミクロの値を詳細に
検証する⽅向へとシフトすることとなった．そのため，それまで産業ごとに配置されていた
産業アナリストに加え，企業アナリストを配置し，主に寄与度の⾼い⼤企業を中⼼に，⼤規
模で複雑な企業の回答情報を専任者が⼀貫性のある包括的な視点から回答データ検証し，
必要に応じて回答企業との間で直接的なコミュニケーションをとった上で収集するように
なった． 

さらに発展した取り組みとして，コンシェルジュ・プログラムを開始した．これはある種
のプロファイリング活動で，調査票を介さず，企業が会計帳簿や総勘定元帳から直接センサ
ス局の担当者にデータを提出することができる仕組みであり，調査客体にとっては回答負
担の軽減となる．調査実施側にとっては特に寄与度の⾼い企業から確実に回答回収できる
⼿段として有効である．第１回調査ということもあり，実際の採⽤企業数はごくわずかであ
るが，今後の全体の業務量とのバランス等を鑑み，展開される可能性がある． 

 
６６．． 22002233AAIIEESS のの公公表表  

2023AIES の回答締切は 2024 年 10 ⽉ 31 ⽇である．回収データのレビューは 2025 年２
⽉頃まで⾏われる⾒込みであり，2025 年夏に結果公表が開始される予定となっている．農
業，建設業，製造業，鉱業，⼩売業，サービス業，卸売業をカバーする経済全体のトピック
について，全⽶及び地域・州別の推計結果を提供する． 

結果公表に向けては，時系列データの整備に課題が認識されている．統合元の既存調査で
採⽤されていた NAICS の時点が調査によって異なるため，AIES で公表する時系列データ
との断層（ブレイク）が発⽣する可能性がある．これについては，可能な限り断層を避ける
ための調整⽅法を検討しているが，やむを得ず時系列を継続できない場合には，過去値との
接合を断念せざるを得ない可能性がある．また NAICS の影響以外でも産業別結果における
前年度推計値と AIES 推計値との乖離が発⽣する可能性があり，それを最⼩化するための調
整⽅法が検討されている． 

また公表⼿段おいても⼯夫が検討されている．⽶国センサス局の統計結果はデータ公表
⽤サイト「DATA.CENSUS.COM」に掲載されているが，ここではテーブル形式によるデー
タ提供のほか，地域別，産業別データのダッシュボードや注⽬すべきデータポイントを強調
する動的なローテーション表⽰など，できるだけ視覚化した公表が⾏われる予定である．ま
た連邦準備制度経済データ（FRED: Federal Reserve Economic Data）9にも API 機能により
AIES 結果を格納することで，ユーザーが複数のチャネルから AIES データにアクセスでき
るようにし，結果の利活⽤を拡⼤するための取り組みを⾏うこととしている． 

 
9 セントルイス連邦準備銀⾏が運営管理する省庁横断的オンラインデータベース 
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７７．． おおわわりりにに  
 本報告の中で，新たな経済統計調査を検討するにあたって担当者が感じた環境変化の過
程が共有された．取り巻く多くの課題に対しては，当初，変化することへの抵抗があったが，
時代遅れになることへの危機感から新しい調査が⽣まれることとなった．⼀⽅で競合する
優先事項はいくつもあり，多くの関係者のニーズを踏まえた中から，回答者ファーストの⽅
針が⾒いだされたという．またその⽅針を実⾏に移すためには，透明性を保ち，全体像を⽰
すことや，フィードバックに基づく計画・⾏動を⼼がけること，必要な職員を巻き込みプラ
スの影響を⽣み出していくためのトレーニングやサポートを提供することなど，調査設計
そのもの以外の⼯夫が多くあったことが明かされた． 

試験調査における調査事項の検討の部分に顕著であるが，例えば⾏政記録情報の活⽤と
いったシステマティックな取り組みが声⾼に叫ばれると同時に，調査の実施にあたっては
なお，どうしたら調査に回答してもらえるのか，正確な回答が得られるのかを考えぬいてい
たことが印象的である．限られたリソースの中で，最⼤限利⽤価値のある統計を提供するた
めには，品質を確保することが最重要課題となり，そのためには地道な調査設計とそれに基
づく調査の実施が必要であることを再認識させられた． 
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また AIES ではデータレビュー（審査）においても新たなアプローチが試みられた．これ
までミクロレベルでの産業別レビューが⾏われていたが，「マクロダウン」の視点を持ち，
包括的なトレンドを意識しながら，マクロの値に影響を与える場合にミクロの値を詳細に
検証する⽅向へとシフトすることとなった．そのため，それまで産業ごとに配置されていた
産業アナリストに加え，企業アナリストを配置し，主に寄与度の⾼い⼤企業を中⼼に，⼤規
模で複雑な企業の回答情報を専任者が⼀貫性のある包括的な視点から回答データ検証し，
必要に応じて回答企業との間で直接的なコミュニケーションをとった上で収集するように
なった． 

さらに発展した取り組みとして，コンシェルジュ・プログラムを開始した．これはある種
のプロファイリング活動で，調査票を介さず，企業が会計帳簿や総勘定元帳から直接センサ
ス局の担当者にデータを提出することができる仕組みであり，調査客体にとっては回答負
担の軽減となる．調査実施側にとっては特に寄与度の⾼い企業から確実に回答回収できる
⼿段として有効である．第１回調査ということもあり，実際の採⽤企業数はごくわずかであ
るが，今後の全体の業務量とのバランス等を鑑み，展開される可能性がある． 

 
６６．． 22002233AAIIEESS のの公公表表  

2023AIES の回答締切は 2024 年 10 ⽉ 31 ⽇である．回収データのレビューは 2025 年２
⽉頃まで⾏われる⾒込みであり，2025 年夏に結果公表が開始される予定となっている．農
業，建設業，製造業，鉱業，⼩売業，サービス業，卸売業をカバーする経済全体のトピック
について，全⽶及び地域・州別の推計結果を提供する． 

結果公表に向けては，時系列データの整備に課題が認識されている．統合元の既存調査で
採⽤されていた NAICS の時点が調査によって異なるため，AIES で公表する時系列データ
との断層（ブレイク）が発⽣する可能性がある．これについては，可能な限り断層を避ける
ための調整⽅法を検討しているが，やむを得ず時系列を継続できない場合には，過去値との
接合を断念せざるを得ない可能性がある．また NAICS の影響以外でも産業別結果における
前年度推計値と AIES 推計値との乖離が発⽣する可能性があり，それを最⼩化するための調
整⽅法が検討されている． 

また公表⼿段おいても⼯夫が検討されている．⽶国センサス局の統計結果はデータ公表
⽤サイト「DATA.CENSUS.COM」に掲載されているが，ここではテーブル形式によるデー
タ提供のほか，地域別，産業別データのダッシュボードや注⽬すべきデータポイントを強調
する動的なローテーション表⽰など，できるだけ視覚化した公表が⾏われる予定である．ま
た連邦準備制度経済データ（FRED: Federal Reserve Economic Data）9にも API 機能により
AIES 結果を格納することで，ユーザーが複数のチャネルから AIES データにアクセスでき
るようにし，結果の利活⽤を拡⼤するための取り組みを⾏うこととしている． 

 
9 セントルイス連邦準備銀⾏が運営管理する省庁横断的オンラインデータベース 
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